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研究成果の概要（和文）：本調査ではスーパーストームサンディ（2012）の後の米国ニューヨーク市とスーパー
台風ヨランダ(2013)後のフィリピンのタクロバン市での雇用回復のためのNGO支援について調査しました。いず
れの場合もNGOが住民の住宅回復を支援するために多大な貢献をしました。ニューヨーク市ではNGOが政府のプロ
グラムに含まれていなかった住宅の修理や再建を支援することができます。タクロバン市ではNGOの支援と政府
の支援を含むさまざまなタイプの新しい家が被災者のために建設されました。様々なステークホルダーへのイン
タビューを通じて本調査は住宅に対するNGOの支援が住民の生活回復にどのように役立つかを確認できました。

研究成果の概要（英文）：This research investigated how NGOs support the provision of housing after a
 large disaster and complement official government support in two cases: 1) New York City, U.S. 
after Superstorm Sandy (typhoon) in 2012; and 2) Tacloban City, Philippines, after Supertyphoon 
Yolanda in 2013. In both cases, domestic and international NGOs made significant contributions to 
help residents' housing recovery. In New York City, local NGOs could help with housing repairs and 
rebuilding that were not included in the government program, called Build it Back. In Tacloban City,
 various types of new houses were build for disaster survivors that included NGO support combined 
with government support. Through interviews with residents, NGO organizations and government staff, 
this research could confirm how the NGO support for housing could help the residents in their life 
recovery. 

研究分野： 住宅復興

キーワード： disaster recovery　housing reconstruction　NGO support　Typhoon Yolanda　Superstorm Sandy　ho
using recovery

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
2004年のインド洋津波以降の過去15年間で、被災後の住宅の復旧におけるNGOの役割は増え続けています。本研
究では、米国とフィリピンにおける被災後の住宅復旧に対するNGO主導の支援と公式な被災後支援の影響を調査
しました。これら2つの国際的な事例を通して、NGOは住宅復興に関してこれまでの経験を元に様々な解決方法を
示すことができます。知識を利用すれば、NGOプログラムや政府プログラムなど、将来の住宅回復プログラムを
改善することができます。さらに、政府のプログラムとNGOのプログラムを組み合わせることができればより効
果的な住宅復興を提供することができます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
住宅再建における NGO の役割が近年著しく拡大しているという現状は災害復興の専門家によ
って認識されています。 2004 年のインド洋津波の後には NGO が震災後の主要な住宅供給者と
なり、政府の住宅復旧事業におけるギャップを埋めました。米国のように主に政府の資金によっ
て復興事業が運営されている国でさえ、NGO による住宅供給への貢献は高まりつつあります。
災害時における NGO の役割に関する研究は人道的救済に焦点が当てられており、NGO 住宅プ
ログラムの評価は、そのほとんどが単一の機関によるプログラムのみを扱っています。恒久住宅
の供給と復興事業への NGO の貢献は増加していますが、それらはまだ体系的に研究されてい
ません。（注：NGO（Non-Governmental Organization）と NPO（Non-Profit Organization）の
区別に関しては、特に国内で活動している米国、日本、および他の国々の組織においては法的お
よび運用上の違いはありますが、この文書では NGO という用語に統一します） 
 
2012 年 10 月 29 日にスーパーストームサンディはアメリカ合衆国の東海岸に大きな損害をもた
らしました。その 1 年後の 2013 年 11 月 8 日には台風ヨランダ（国際名称ハイヤン）がフィリ
ピンの歴史に残る甚大な被害をもたらし、400 万人を超える人々が避難しました。アメリカとフ
ィリピンの両国には、確立された非営利セクターがあり、ニューヨーク市とタクロバン市で活動
している NGO は住宅供給の経験を有しており、政府の住宅復旧事業と様々な関わりを持ちなが
ら住宅再建において大きな役割を果たしています。NGO の役割は次のとおりです: 1）主要な住
宅供給事業者； 2）パートナー住宅供給事業者；3）独立系住宅供給事業者；4）住宅事業の提唱
者。ニューヨーク市の「Build It Back」（BIB）プログラム（住宅復興事業）における NGO の
役割には、次のようなものがあります：
a) BIB 事業の請負業者として働くパ
ートナー住宅供給事業者;  b）住宅修
理を行う独立した住宅供給事業者；c）
BIB による新築事業のために市から選
ばれた開発チームの中の住宅アドバイ
ザー。タクロバン市の住宅再建では、国
家住宅省（NHA）による新築住宅が含
まれ、NGO の主な役割は次のとおりで
す：a) 市有地に建設するパートナー住
宅供給事業者; b）賃貸料や資材を含む
住宅支援のメニューを提供する独立系
住宅事業者; c）居住地の移転を最小限
に抑えるために、代替の一時的および
恒久的な住居供給を提唱する（表 1）。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は 2012 年のスーパーストームサンディと 2013 年の台風ヨランダ後の米国ニュー
ヨーク市とフィリピン・タクロバン市での災害後の住宅再建支援における NGO の貢献を明確
にすることでした。この目的のもと、まず初めに両国で政府主導による住宅復旧事業を検討
し、公式の住宅復旧計画、住民が利用できる政府および非政府組織による支援の種類、住宅復
旧プロセスにおける住民の経験を明らかにしました。 
 
そして本研究では住宅復旧における NGO の様々な関わり方を調査し、それらを以下の 2 点に
おいて評価しました：1）公的（政府）住宅復旧政策に関連した様々な NGO 主催の住宅供給の
タイプ；2）それらが住民の生活回復に及ぼす影響。本研究の主目的は、NGO による住宅復旧
事業への参画が被災者のニーズを満たす上でよりよい結果をもたらしたかどうか、また NGO
主導の住宅再建支援が住民の満足度に影響を与えたかどうかを評価することでした。 
 
３．研究の方法 
この調査では、主に定性的手法を用いて、アメリカ合衆国のニューヨーク市とフィリピンのタク
ロバン市における住宅復旧の 2 つのケーススタディを検証しました。現地調査では、政府や非営
利団体、住宅供給の過程・事業の実施そして住民の住宅復旧支援に携わる学協会やコミュニティ
団体などの主要な関係者に対してインタビューを行いました。また、本研究期間中に住宅復旧プ
ログラムが進化し、それに伴って NGO の住宅供給プログラムと関わり方も変化したため、本調
査では両都市の政府主導事業におけるNGOパートナープロジェクトの短期的成果に焦点が置か
れました。 
 
ニューヨーク市の Build It Back プログラムは非常に複雑で、いくつかの大幅な変更も生じていた
ため、これらの変化を時系列で把握すると共に、いかに NGO が BIB プログラムと連携していっ
たかを理解することに焦点を絞りました。Friends of the Rockaways という NGO による St Bernard 
Project は、住宅の修繕・復旧支援において、首尾一貫し、かつ柔軟な非政府支援の最も強力な例
の 1 つとして挙げられ、また同時に BIB プログラムと他の資金など複数の支援を統合して住宅
所有者に提供できた事例の１つでした。したがって本研究では BIB や SBP の代表者、そして他
の組織や利害関係者へのインタビューを継続して行っていくことにしました。 

表 1. 住宅回復における NGO の役割の類型、事例 

 



 
タクロバン市の復興プロセスも混沌としており、住宅の再建支援においては多種多様なステー
クホルダーが様々な組み合わせで関わっています。本研究では、住宅復旧支援事業におけるその
タイプ、所要期間、場所、そして再建の各段階を把握することができました。住宅復旧事業の日
程上の都合により、住民による居住環境の評価と移転先の新築住宅に対する満足度に焦点を当
てた調査は、政府が提供した住宅団地と NGO パートナーが提供した住宅団地（市有地に NGO
が建設）を対象としました。本研究でカバーした独立系 NGO によるプロジェクトは少ないです
が、いくつか重要な事業が現在進行中であり、それらが完成した際にはさらなる調査が必要です。
タクロバン市北部の移転先での調査は半構造化インタビュー、住民、地域社会のリーダー、地域
の利害関係者へのアンケート調査、地域コミュニティメンバーとのグループディスカッション
などによって行われました。 
 
４．研究成果 
ニューヨーク市では政府主導の Build It 
Back プログラムはその過程において大
幅な変更が余儀なくされ、その各段階で
NGO の役割と関わりも変化しました。
台風 Sandy の後には NGO がアドバイザ
ーや住民のニーズの代弁者として活躍
しましたが、BIB プログラムにおける
NGO アドバイザーの役割は時間の経過
とともに減少しました。一方で、2014 年
に新理事（と新市長）のもとで BIB に災
害ケース管理が導入されました。 
 
従前の米国の住宅再建プログラムと
比較してこのプログラムの特殊なと
ころは建設の大部分をBIBが自ら管理
していたことです（図 1）。ただ BIB に
は工事事業者を自ら選択するという
オプションもあり、それらを通じて
NGO も参画していました。例えば、被
災後の早い段階で住宅清掃と修繕に
携わり、請負事業者として事前に承認
されていた 3つのNGO がありますが、
そのうちの１つであるセントバーナ
ードプロジェクト（SBP）/フレンズオ
ブザロッカウェイズ（FoR）は BIB か
らの資金や個人からの寄付金などを
使って様々な支援を被災住民に提供
することができました（図 2）。 
 
米 国 で は 、 Unmet Needs Roundtable
（UNRT）という活動がドナーと支援が
必要な被災者のマッチングでベストプ
ラクティスとして挙げられます。ケース
マネージャーが「ケース（＝被災者のニ
ーズ）」を説明し、UNRT がそれに応じ
て資金、資材、備品などを直接割り当て
たりサービスを提供する組織とマッチ
ングします（図 3）。台風サンディの
UNRT ではニューヨークの Interfaith 
Disaster Services（NYDIS）が住宅再建を
管理し、家賃、家具、建材、建設費などの支援が提供されました。また UNRT は住宅修繕事業の
ために住宅所有者を SBP を含む NGO に紹介したり建設資金を提供したりしました。これは独
立系住宅供給者としての SBP と、住宅供給支援者としての NYDIS の役割を組み合わせたパター
ンになります。 
 
ニューヨーク市での台風サンディ後のこれらの事例は、災害後の住宅再建支援における NGO の
柔軟性を示しています。被災者は政府の Build It Back プログラムよりも早く NGO の支援を受け
ることができ、NGO は必要なプログラム調整をしたり他の支援機関と連携することで、より被
災者のニーズにあった支援をすることができます。 

 
フィリピンのタクロバン市においてもNGOと政府による住宅復興支援が密に連携して行われて
いました。復興プロジェクトでは、市北部の移転先における新築住宅の再建に焦点が当てられま
した。さまざまな政府機関や非政府組織からの支援の組み合わせによって提供されたタクロバ
ンの事例研究では、各地で進行中の住宅復旧のプロセス、およびこのプロセスに沿って移動する
住民の様子、そして移住の類型論を明確にすることに焦点がおかれました（図 4）。その次に、
これらの移転地が住民の実際のニーズをどの程度満たしているかを把握するために、移住プロ
セスが世帯形態や人口統計、生計、学校生活、仕事、コミュニティ・社会的つながりなどにどの
ような影響を及ぼしたかを、アンケート、半構造化インタビュー、住民・地域コミュニティーリ
ーダーとのフォーカスグループディスカッションを通じて理解し、移転プロセスにおいて住民
が直面する問題と、移転地の新築住宅に対する満足度を明らかにしました（図 5）。 

 
図 1.左：米国における住宅回復支援の典型的な流れ、右：
直接建築業者を雇った Build it Back プログラムにおける
住宅回復支援の新しいタイプの流れ。 

 
図 2.住宅再建スケジュールと住宅復旧における NGO の
支援。 SBP のプログラムは数年間にわたり住宅修繕事業
において BIB の資金を統合した。 

 
図 3. Unmet Needs Roundtable (満たされていないニーズ
円卓会議)および NGO の住宅支援 



タクロバン市北部の移転先で居住者（新住民）は生計手段の不足と、市内中心部から遠いという
2 つの課題に直面しました。自転車タクシーのドライバーまたは市場で働いている人々にとって、
中心部からの距離、それによってかさむ交通費は大きな負担となります。これは漁師の場合も同
様で、漁師はボートを元のコミュニティの近くに保管しています。生計をたてるために多くの新
住民は移転先の住居と被災前のコミュニティの往復を毎日余儀なくされています。一部の世帯
ではこのために家族が分かれて暮らさざるを得ない状況です。これらの課題は政府や NGO が提
供した住居の住民からは共有されていましたが、NHA が提供した住居の住民は、その居住環境
の質の低さに対して最も不満を感じており、建設過程における汚職などが訴訟の焦点となって
います。その一方で、図 5 に示されている 2017 年の調査結果のように NGO が提供した住宅に
対する満足度は最も高いものだったことがわかりました。 
 

 
図 4. 上：再配置の類型論の図。左：再配置類型論の詳細な例。右：住宅地と学校を示すタクロバン北
部定住地 

 
図 5. 現在の家に対する居住者の満足度。上：2017 年に調査された 5 つのサイト。センター：NHA の事
業による新築住宅に対する平均的な満足度の低さとの比較。下：国際 NGO 国連開発計画（UNDP）によ
る平均的な、新しい住宅への高い満足度と比較して。 



タクロバンの事例のように、政府と連携したＮＧＯによる住宅供給支援は、さまざまな形の住居
の提供を可能にしています。現在進行中のＮＧＯによる移転事業はこういったＮＧＯ主導の住
宅供給が、政府主導のプログラムを改善できることを示しています。どちらのプロジェクトも、
生計を立てるのに適した敷地設定と、住宅所有機会の付与によって住民に利益をもたらします。
また、コミュニティアーキテクトと、「人々と環境のための技術支援運動」（TAMPEI）が関与し
ているため、人間中心・住民参加の考え方はこれらのプロジェクトの中核を成しています。政府
と NGO 主導による恒久住宅の建設は、主に建設事業者が介入するため、そのようにはいきませ
ん。しかし、これらの NGO プロジェクトの受益者は限られています。NGO は住宅供給プログラ
ムを最適化し、そのコーディネーターとして移転すべき住民を選択することはできますが、市政
府は住宅を必要とする全ての被災者に住宅を提供しなければならないという課題に直面します。
提供されるさまざまなタイプの住宅や場所の選択肢は個々の世帯の追加の選択にはなりません。  
 
この調査から、米国とフィリピンの両方の事例において災害後の住宅復旧における NGO 主導の
支援の重要な役割を確認することができました。どちらの事例も、NGO と政府の間の密接な調
整、および公的プログラムとは無関係の NGO 主導の支援を通じて実施されたプロジェクトの事
例を含んでいました。そして両方のケースも、住宅復旧のための明確で効率的、かつ説明責任の
ある政府主導のプログラムの重要性を示しました。一方で双方の場合でも、政府主導の住宅再建
プロジェクトでは、遅延、混乱、建設の質の低さ、選択肢の欠如などの問題があり、それが住民
側の不満や不信感につながりました。2 つのケースの比較からは、社会経済条件、住宅復興提供
プログラムや実施方法は異なるものの、どちらの場合も政府の支援をNGOによる支援が補完し、
住民のニーズにこたえ、政府のプログラムが対応していなかったギャップを補うことができま
した。政府のプログラムと比較するとさまざまな種類の NGO 主導の支援とその柔軟性は被災コ
ミュニティの包括的な復興に不可欠です。 
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